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2012年度政府予算編成期における
地方財政確立に関する要請書
自 治 労 北 海 道 本 部
執行委員長　　山上　潔
　日頃より国民生活の向上に向け、ご尽力いただいている貴職に敬意を表します。
　さて、米国経済の減速や欧州債務問題を背景にした歴史的な円高は、地方産業経済に悪影響を及ぼしており、その対策が焦眉の課題となっています。 
　さらに、社会保障のうち、年金を除く、医療、介護、子育て等のサービス給付のほとんどを担う地方自治体の役割は、少子高齢化の進展とともに将来的に大きくなっていきます。地方自治体が地方単独事業も含めて社会保障サービスを持続的に提供できるようにするため、安定的な財源の確保は不可欠です。
　これらの諸課題に地方自治体が十分に対応するためには、税源の偏在性が少なく収入が安定的な地方税体型を構築するとともに、当該財政需要を適格に地方財政計画に積み上げ、必要な一般財源総額を確保する必要があります。
　また、国家公務員給与引下げ法案に関わって財務省は、「地方財政計画においては、一貫して国家公務員の給与水準に準拠して給与関係費の単価設定等を行ってきたところであり、当然のことながら、今般この取扱いを変える理由はなく、義務教育費国庫負担金の人件費単価も同様である」としています。
　公務員連絡会との交渉において川端総務大臣は、「総務省としては、今回の国家公務員の給与引下げと同様の引下げを地方公共団体に対して要請することや地方交付税の減額により強制することは考えておりません。」と回答していますが、地方交付税総額へ与える影響については予断を許さない状況にあると言えます。
　万が一地方交付税の減額が実施された場合、地方自治体における定員純減や給与削減によりこれまで進めてきた財政再建の努力が水泡に帰するほか、地方単独事業も含めて社会保障サービスの持続的な提供に対しても悪影響を与えることが懸念されます。
　つきましては、2012年度の自治体財政について充実・強化がはかられるよう、下記の事項について強く要請します。
記
１．地方財政計画の策定については、自治体との十分な協議のもとに、災害対策の充実、子育ての支援、地域医療確保、環境保全など地域の社会保障に対する行政需要を的確に反映させ、地域公共サービスの供給不足にならないよう実態に見合った財源保障を実現すること。
２．各地方自治体は、財源不足に対応するため、国では実施していない独自の給与削減措置や厳しい定員削減を長年にわたり実施し、国に先んじて財政健全化に努力してきている。国家公務員給与引下げを地方財政計画、義務教育費国庫負担金の単価設定に反映させることは、このような地方自治体の努力に水をさすものであり、国公給与の臨時特例法を地方財政計画・義務教育費国庫負担金に反映させることなく、自治体の自主的・主体的な財政健全化に向けて一層の支援を行うこと。
３．医療・福祉・介護、子育て、教育、環境などの公共サービスの水準を維持・向上させるには十分な定員が必要であり、そのために地方公務員の総人件費の十分な確保を行うこと。
４．恒常的な財源不足にもかかわらず、長年据え置かれてきた地方交付税の法定率を引き上げること。
以　上
